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日本の企業、大学及び研究機関が保有する高度な技術情報は、諸外国の情報収集活動
の対象となっており、企業等の規模にかかわらず狙われてしまう可能性があります。
技術情報等による流出の影響は、自社の損失だけでなく関連企業にも及ぶ上、流出し

た技術情報等が軍事転用され、世界の安全保障環境に懸念を与えるおそれもあります。

不審な動向や情報等を少しでも把握した場合には
警察に情報提供・相談を！
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 先端技術情報の流
出に関する情報収
集・分析と違法行
為に対する厳正な
取締りを行うとと
もに、解明した脅
威情報を産学官に
幅広く提供し、被
害の未然防止を図
っている。

経済安全保障に関する警察の取組

警察では、企業等が保有する先端技術情報が諸外国へ流出することのないように、企
業等に対して過去の検挙事例に基づく具体的な手口を紹介して注意喚起を行うとともに、
不審情報があった場合の相談・情報提供を依頼するなど、産学官の連携を強化していま
す。
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唆しアクセス
【概要】
通信関連会社元社員である被疑者甲は、
Ａ国の政府職員を名乗る外国人乙に唆さ
れ、勤務先の通信関連会社の営業秘密を
不正に領得

日本人通信関連会社元社員による
不正競争防止法違反事件技術流出事例

<被疑者甲> <乙>

【特徴】
Ａ国政府職員を名乗る外国人からの接近
・唆しを受け、勤務先の営業秘密を不正
に領得した事例


